
































































10 巻第 1 号，1998 年 4 月，同「戦前における地方高
等教育機関の社会的機能　－松山高等商業学校を事








2003 年 3 月。
5 原直行・梶脇裕二「高松高等商業学校卒業生の進路




と経済（長崎大学）』第 85 巻第 3・4 合併号，2006
年 2 月。















































































の合計人数は 1 ,233 名となる。






















の卒業者数は，1923 年までは年間 500～700 名
程度で推移していたが，増設を受けて 24 年以
降は急激な増加に転じ，翌 25 年に 1 ,000 名を
超え，28 年には 1 ,909 名となり，以後戦間期
を通じて 1 ,700～2 ,000 名の水準を維持した。
以上の官公立高商以外に高千穂・大倉・松山な
ど私立高商も都市部を中心に多数存在してお


















年 2 .1 倍（ 官 立 高 商 6 .4 倍 ），1930 年 2 .6 倍




























1989 年，282 -287 頁によった。
11 私立専門学校の特徴に関する以上の記述は，天野『近
代日本高等教育研究』294 -300 頁によった。














神戸高商 102 名，山口高商 56 名，長崎高商 55
名，小樽高商 37 名，大阪高商 21 名。高商以外
の高等教育機関出身者は東京帝大 204 名，京都
帝大 32 名，慶應義塾大学 138 名，早稲田大学

































































December 2011 － 61 －戦間期日本における官立高等商業学校卒業者の動向
表 1　名古屋高等商業学校の授業時数（1921 年） （時間）
科目名
第一学年 第一学年 第二学年 第三学年
一学期 二学期
一学期 二学期 一学期 二学期
中学校 商業学校 中学校 商業学校
修身 1 1 1 1 1 1 1 1 
国語・漢文・作文・書法 3 4 2 2 
英語 8 10 7 9 8 8 8 8 
法学通論 3 3 1 1 
民法 2 2 3 3 
商法 3 4 
法律特別講義 （2） （2）
商業通論 2 2 
経済原論 3 3 3 3 2 2 
銀行論 2 2 
貨幣論 2 2 
外国為替論 2 
取引所論 2 
交通論 2 2 
保険学 3 3 
税関及倉庫論 2 
財政学 2 2 
統計学 2 
経済事情 （2）
商業政策 2 2 
工業政策 2 
農業及殖民政策 （2）
簿記 4 3 2 2 




代数及幾何 3 2 
商業数学及珠算 4 3 
世界近世史 2 2 
商業史 2 2 
商業地理 3 3 3 3 
工学 2 2 
理化学 2 2 
商品理化学及商品実験 2 2 2 2 3 3 
教育学 （2） （2）
選択外国語 2 2 2 2 2 3 
商業実践 不定時
商事調査研究 不定時 不定時
体操 2 2 2 2 2 2 2 2 
合計 35 35 35 35 34 34 30（8） 30（8）
（注）　（1）　カッコを付した科目は選択科目であり，うち 2 科目以上を選択履修する必要があった。
〔出所〕　名古屋高等商業学校編『名古屋高等商業学校一覧　自大正十一年至大正十二年』1923 年，13 -16 頁の「名古屋
高等商業学校規程」（大正 11 年文部省令第 11 号）。














修身 1 1 
作文 1 1 











英語 10 10 
体操 3 3 
合計 31 31
本科選択科目 （時間）
科目名 第一学年 第二学年 第三学年
第二外国語 3 3 2 
英文解釈 2 1 2 



















科目名 第一学年 第二学年 第三学年
商業道徳 1 1 1 
















民法 3 2 
商法 2 2 
破産法 1 
国際法 2 
商業文 1 1 
商業数学 2 
経済地理 2 2 
商品学 2 2 
英語 6 5 3 
外国書講読 2 
研究指導 2 
体操 2 2 2 
選択科目 2～4 2～5 3～6
合計 31～33 31～36 31～34
（注）　（1）　必修科目の英語は訳読，商業文，会話等に区分されていたが，一括して英語と表記した。
〔出所〕　神戸高等商業学校編『大正十五年九月三十日調　神戸高等商業学校一覧』1926 年，17 -24 頁の「神戸高等商業
学校規則」。






























































経営財務（週 2 時間），産業能率（週 3 時間），
工業原料学（週 2 時間）等を必修科目とする一
方，外国語は全くなく，また選択科目も労働組










うち学位保有者は商学士 5 名，文学士 5 名，経
済学士 3 名を含む 17 名（学位保有率 85%）で
19 名古屋高等商業学校編『名古屋高等商業学校一覧　
自大正十三年至大正十四年』1925 年，40 -44 頁の
「商工経営科規則」第一条。
大　阪　大　学　経　済　学 Vol.61 No.3－ 64 －
あった 20。一方，「古い」高商である神戸高商の
場合，1925 年時点で教授 28 名中，学位保有者
は 23 名（同 82%）であり 21，山口高商において
は，1924 年 7 月時点で在職していた教授 22 名















十四年』1925 年，77 -80 頁。
22 山口高等商業学校編『山口高等商業学校一覧　自大
正十三年至大正十四年』1924 年，78 -79 頁。















































December 2011 － 65 －戦間期日本における官立高等商業学校卒業者の動向
から急激に低下し，1917 年には 1%となった。
































大学・東京高商・東京高等工業は 9 月開始 7 月



































24 若林幸男『三井物産人事政策史 1876～1931 年　－
情報交通教育インフラと職員組織－』ミネルヴァ書
房，2007 年，154 -156 頁。東京高商と東京高等工業





27 壽木孝哉『就職戦術』先進社，1929 年，66 頁。
大　阪　大　学　経　済　学 Vol.61 No.3－ 66 －
授業を度々欠席せざるを得なくなり，成績が悪

















の主旨が骨抜きになったため，1932 年 3 月の








介に依存していた。1936 年 3 月の卒業者を対
象とした調査でも，就職決定済みの専門学校商
科卒業者 3 ,924 名のうち，自校紹介が 2 ,760 名
と 70%を占めており，「実業方面」に就職した




2007 年，58 -63 頁によった。
29 （内務省）社会局社会部『昭和十一年度　知識階級就
職に関する資料』同部，1937 年，9 -13 頁。卒業生
の就職状況を 5 月に各学校に照会し，専門学校では




































1934 年，129 -133 頁。
31 『学生と就職の実際』212 -213 頁。
32 実業之日本社編『大学専門学校卒業生就職読本』同
社，1935 年，194 -195 頁。
33 『大学専門学校卒業生就職読本』229 -230 頁。





















1932 年 （社 ,人 ,%）
業種 回答企業数 採用企業数 入社希望者 採用者 採用率
銀行 56 20 567 61 10 .8
信託 11 1 39 1 2 .6
保険 74 29 572 94 16 .4
電気瓦斯水道 57 14 155 11 7 .1
電気鉄道 38 5 951 31 3 .3
汽船 9 2 32 5 15 .6
鉱業 29 12 164 13 7 .9
工業 74 25 445 35 7 .9
運輸倉庫 7 2 110 12 10 .9
新聞通信 15 6 1 ,042 12 1 .2
商事 10 5 90 3 3 .3
雑 55 13 826 49 5 .9
合計 435 134 4 ,993 327 6 .5
（注）　（1）　入社希望者数と採用者数は，採用企業数 134 社のうち回答のあった 96 社分を集計した数値。
〔出所〕　中央職業紹介事務局編『昭和七年五月一日現在　会社銀行定期採用状況調査』同局
（法政大学大原社会問題研究所所蔵，協調会 336 .42 － 5）。
1936 年 （社 ,人 ,%）
業種 回答企業数 採用企業数 入社希望者 採用者 採用率
銀行 50 33 1 ,098 192 17 .4
信託 13 6 116 10 8 .6
保険 69 39 996 163 16 .3
電気 54 28 682 78 11 .4
瓦斯水道 8 3 42 12 28 .5
電軌鉄道 40 12 878 129 14 .6
汽船 11 8 327 47 14 .3
鉱業 32 20 401 93 23 .1
工業 89 63 1 ,180 205 17 .3
運輸倉庫 13 6 180 55 30 .5
新聞通信 14 4 246 11 4 .4
商事 10 7 573 121 21 .1
雑 69 26 796 111 13 .9
合計 472 255 7 ,515 1 ,227 16 .3
〔出所〕　社会局社会部『昭和十一年度　知識階級就職に関する資料』同部，1937 年，43 -44，62 -64 頁。




























たのか，1930 年代初頭と 30 年代半ばを対象に
検討したい。前提となる企業の採用状況である
が，中央職業紹介事務局が実施した 1932 年に








































問題研究所所蔵，協調会 336 .42 － 5）。原則として
公称資本金 1 ,000 万円以上の企業に 5 月 1 日現在に






頁。原則として公称資本金 1 ,000 万円以上の企業を





屋大学出版会，2011 年，144 -146 頁を参照。
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でも学卒者を採用していたが，東京鉄道局の場
合，専門学校以上卒業申込者 1 ,200 名に対し，
採用人員 50 名という状況であり，同様に名古
屋鉄道局は 248 名に対して 16 名，大阪鉄道局
は 269 名に対して 15 名（事務関係のみ）とい





うか。表 5 は 1931 年 3 月と 34 年 3 月の官立高
商卒業者の状況を翌年 3 月 1 日現在で調査した
ものであるが，以下のような特徴が認められ
39 『学生と就職の実際』184 -185 頁。なお，大阪鉄道局
の場合，1934 年度末現在の職員総数は 39 ,618 名で





















40 実際，自家営業が卒業者 138 名中 10 名に過ぎなかっ
た高岡高商の 1929 年卒業者の場合，翌年 3 月 1 日
現在の就職未定率は 15%であった（文部大臣官房文
書課編『日本帝国文部省年報　第 57 上巻』1934 年，
383 頁）。
表 4　1934 年度における主要企業の採用状況 （人）
企業名 大学 専門学校 中等学校 企業名 大学 専門学校 中等学校
横浜正金銀行 20 10 三菱商事 50 45 
日本興業銀行 32 日本鉱業 30 
日本勧業銀行 採用なし 15 15 日清紡績 3 2 20 
三井銀行 15 19 帝國人造絹糸 16 
安田銀行 20 60 日本レイヨン 5 4 
第一銀行 35 50 福助足袋 4 2 25 
野村銀行 15 55 旭硝子 6 4 8 
朝鮮殖産銀行 15 65 中山太陽堂 15 25 
日本生命保険 19 90 明治製糖 9 6 13 
帝國生命保険 100 大日本製糖 15 
東京火災保険 16 9 野田醤油 3 3 8 
野村證券 40 日本鋼管 35 
山一證券 16 昭和製鋼所 20 
日興証券 5 大阪窯業セメント 9 7 
日本郵船 10 15 日立製作所 167 
大阪商船 10 10 30 東京電燈 15 10 5 





〔出所〕　就職問題研究会編『学生と就職の実際』東京実業社，1934 年，187 -193 頁より抜粋。
大　阪　大　学　経　済　学 Vol.61 No.3－ 70 －
名古屋・福島・彦根・和歌山・横浜・高松・高

















の 4～6 月も 3 社存在している。また採用者の
卒業年度については，回答した 246 社のうち，
本年度新卒者に限る 101 社，原則として（主と




1931 年 3月卒業者 （人 ,%）





長崎 8 3 57 3 25 12 81 1 190 30 43 
山口 9 5 64 3 12 12 46 0 151 42 30 
小樽 20 8 59 11 12 6 33 0 149 40 22 
名古屋 19 12 103 14 18 18 28 5 217 47 13 
福島 22 9 71 31 0 7 3 2 145 49 2 
大分 10 4 35 13 2 7 67 0 138 25 49 
彦根 12 12 56 3 7 15 66 1 172 33 38 
和歌山 5 4 60 3 10 9 49 0 140 43 35 
横浜 7 3 84 7 10 9 13 0 133 63 10 
高松 12 5 53 26 3 18 24 0 141 38 17 
高岡 16 15 52 37 5 6 0 1 132 39 0
 
1934 年 3月卒業者 （人 ,%）





長崎 15 2 91 10 38 14 73 1 244 37 30 
山口 13 3 116 14 10 3 42 0 201 58 21 
小樽 26 3 93 2 3 18 31 1 177 53 18 
名古屋 9 8 134 19 0 25 12 4 211 64 6 
福島 18 4 70 48 1 6 0 0 147 48 0 
大分 23 8 68 14 0 4 24 2 143 48 17 
彦根 7 3 99 5 21 16 12 1 164 60 7 
和歌山 5 4 97 6 18 19 0 1 150 65 0 
横浜 6 0 109 7 10 11 0 2 145 75 0 
高松 14 3 87 15 5 4 5 1 134 65 4 
高岡 13 0 93 18 14 3 0 1 142 66 0
（注）　（1）　卒業の翌年 3 月 1 日現在の状況を示す。
　　　（2）　銀行会社員には新聞雑誌記者，兵役には陸軍幹部候補生をそれぞれ含む。
〔出所〕　文部大臣官房文書課編『日本帝国文部省年報　第 59 上巻』1936 年，398 頁および『第 62 上巻』1938 年，409 -
410 頁。

















一銀行では早慶大 60 円，高商 50 円であった。
三菱系の会社は初任給を統一していたが，早慶
大 75 円，地方高商・中央大・法政大・明治大
65～70 円，私大専門部 50～60 円であり，三
井物産は帝大・商大・私大 80 円，地方高商 64
円，日本産業は慶大経済 85 円，慶大経済以外





が平均して日給 2 円，毎月 25 日労働したと仮
定して年収に換算すると 600 円程度に過ぎな
かったことを考慮すれば，相対的に恵まれた待























































































は三井物産 26 名，外務省関係 10 名，横浜正金銀行
9 名，日本綿花・江商各 8 名，大同貿易 7 名，日本













大阪府在住者 8 名，兵庫県在住者 17 名が含ま
れており，同様に第一銀行勤務者 29 名にはそ
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表 6　高等商業学校卒業者の主要勤務先 （人）
業種 勤務先
神戸高商 山口高商 名古屋高商 彦根高商
1934 年 1927 年 1936 年 1934 年
10 名以上勤務先 5 名以上勤務先 5 名以上勤務先 3 名以上勤務先
官公庁 大蔵省関係 12 32 29 
外務省関係 13 5 
商工省関係 7 
逓信省関係 13 
鉄道省関係 29 47 17 
朝鮮総督府 20 11 
愛知県庁関係 12 
名古屋市役所関係 26 
大阪市役所関係 12 4 
神戸市役所関係 18 4 
学校 神戸商業大学 31 
名古屋高等商業学校 10 
各地商業学校 133 144 101 36 
各地中学校 22 22 17 7 
財閥持株会社他 三菱合資 5 
住友合資 5 
東洋拓殖 6 
銀行 日本銀行 10 9 20 
満州中央銀行 6 
横浜正金銀行 31 8 10 
日本興業銀行 6 
日本勧業銀行 7 15 
北海道拓殖銀行 6 
三井銀行 19 15 12 
三菱銀行 19 14 5 
安田銀行 11 15 7 
住友銀行 88 16 8 
第一銀行 29 8 12 
三和銀行 70 25 ＊ 18 8 
野村銀行 16 7 8 
川崎第百銀行 16 3 
十五銀行 23 
愛知銀行 44 













朝鮮殖産銀行 12 15 
各地金融組合 14 14 
台湾銀行 7 
信託 安田信託 11 
住友信託 12 6 
大阪信託 6 
生命保険 日本生命保険 19 20 
第一生命保険 11 
三井生命保険 9 3 






損害保険 東京海上 12 6 
大正海上 5 3 
大　阪　大　学　経　済　学 Vol.61 No.3－ 74 －
損害保険 神戸海上 11 5 
扶桑海上 4 




証券 野村證券 12 10 
後藤証券 7 
運輸 南満州鉄道 34 22 16 
名古屋鉄道 12 






卸売 三井物産 106 59 47 11 
三菱商事 39 12 9 
日本綿花 23 26 
東洋綿花 18 5 4 
江商 26 5 
兼松 21 5 
伊藤忠 15 3 
丸紅 17 15 
日商 22 
岩井商店 18 12 
大同貿易 11 
貝島商業 18 







小売 三越 8 
そごう 15 
大丸 9 
松坂屋 27 4 
丸物 6 
三中井呉服店 5 
建設 大林組 5 




情報通信 名古屋新聞社 8 
新愛知新聞社 6 
日本放送協会 11 
製造業・繊維 東洋紡績 20 12 ＊ 7 
鐘淵紡績 22 
東洋レーヨン 5 6 
倉敷絹織 5 
日本毛織 27 
製造業・化学 日本窒素肥料 12 6 3 
中山太陽堂 22 
製造業・ゴム 新田帯革 11 
製造業・食品 日清製粉 7 
明治製菓 7 
製造業・金属 大同電気製鋼所 7 






製造業・製紙 聯合紙器 5 
製造業・窯業 日本陶器 19 









































研究（名古屋大学）』第 2 号，2002 年 1 月）。
製造業・窯業 名古屋製陶所 10 
日本碍子 12 
小野田セメント 13 13 
製造業・その他 日本楽器 5 
電気・ガス 東邦電力 11 








合計 1 ,231 763 1 ,058 277 
同窓会会員数 4 ,281 1 ,966 2 ,601 1 ,236 























































学校名 三和銀行 第一銀行 三菱銀行
東京帝国 11 10 23 
京都帝国 17 3 3 
東北帝国 1 1 1 
九州帝国 1 
京城帝国 1 
東京商科 4 10 23 
神戸商業 3 1 
大阪商科 2 1 
慶応義塾 12 9 19 
早稲田 2 4 10 
明治 2 1 2 
中央 1 
法政 1 
同志社 2 1 1 
大卒者計 55 43 85 
東京商科大専門部 3 9 10 
神戸商業大専門部 1 
大阪 17 
神戸 11 1 5 
小樽 2 1 1 
福島 1 1 1 
横浜 1 1 
高岡 1 
名古屋 3 2 3 
彦根 3 1 
和歌山 5 2 2 
高松 1 1 1 
山口 2 









高商卒者計 58 20 37 
分類不能・その他 2 6 5 
夜間部卒業者 12 0 3 
高等教育修了者合計 127 69 130 
中等教育修了者合計 56 21 24 




　昭和 30 年』同社，1955 年より集計。







長 183 名のうち，およそ 3 分の 2 に相当する
127 名が高等教育修了者であるが，うち 12 名
は夜間部の卒業者である。夜間部卒業者を除い
た 115 名の出身校別人数分布をまとめたもの
















ち，130 名が高等教育修了者（うち夜間部 3 名）

















































い。各係長を歴任し，15 年乃至 20 年の経験を
積んだ者がその任についている。一般教育中，
54 三和銀行支店長の場合，中等教育修了者 56 名の平均
年齢は 52 歳，平均勤続年数は 33 年であった。























業－』同局，1949 年，221 -227 頁。


























た年齢構成は大卒支店長の 46%が 42～46 歳，
40%が 47～51 歳であったのに対し，商業学校
57 市原博「戦後日本のホワイトカラー　－ 1950 年代の
銀行員の仕事と生活－」『経済学研究（九州大学）』
第 70 巻第 4・5 合併号，2004 年 1 月，33 -34 頁。た
だし支店行員数は，日本金融通信社編『日本金融名






在籍者 高等教育修了者 高商卒業者 在籍者 高等教育修了者 高商卒業者
三和 20 20 8 12 12 3 
第一 13 13 6 9 8 1 
東海 13 13 9 14 8 5 
神戸 15 14 6 10 7 2 
三菱 14 14 1 7 7 0 
富士 18 18 1 7 7 2 
三井 15 15 1 7 7 0 
（注）　（1）　取締役は常勤取締役のみで非常勤の取締役は含まない。
　　　（2）　部長のうち取締役兼任者は取締役に含めた。秘書役・参与は便宜上，部長に含めた。
〔出所〕　ダイヤモンド社編『ダイヤモンド会社職員録　昭和 35 年 9 月版』同社，1960 年より集計。
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了者であり，高商卒業者はそれぞれ 20 名中 8






























藤の 3 行合併によって発足したのは，1941 年
であるが，愛知・名古屋の両行はいずれも名古
屋高商卒業者を多数採用しており，重要な就職
先であった（前掲表 6 参照）。実際，1960 年現














求人申込 6 名，日銀は同様に 110 名に対して 2
～3 名，三菱合資の場合は 216 名に対して 20













































































み，1944 年末には男子職員の在籍者 2 ,674 名









構成に歪みが残った。1954 年 4 月現在，男子
職員は 4 ,185 名であったが，29 歳以下の職員










場」『三菱史料館論集』第 6 号，2005 年は 1921 年に
三菱銀行に採用された職員のキャリア・パスを 36 年
まで追跡しているが（154 -155 頁の第 10 表），出身
校が不明であるため，昇進率の比較は困難である。
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年 3 月現在，男子事務員 3 ,984 名のうち 1 ,390





























































は 595 名中 106 名が教職に就いていたが，1930～34
年の卒業者は 847 名中 29 名に過ぎなかった（山口高
等商業学校編『山口高等商業学校一覧　自昭和十年
至昭和十一年』1935 年，185 -187 頁の「卒業生職業
表」より集計）。
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The social function of national higher commercial schools in interwar Japan:
Focusing on graduates
Taro Minabe
　This article aims to illustrate the social function of national higher commercial schools (referred 
to simply as HCSs hereafter) in interwar Japan, especially focusing on graduates who have secured 
employment in companies.
　In this period, there were thirteen HCSs located in the Japanese mainland. Eight of them, including 
Nagoya and Hikone, were established in the first half of the 1920s for promoting higher education. 
HCSs selected secondary school and commercial school graduates through challenging entrance 
examination. Only one out of five or six applicants could pass this exam. HCSs gave high-level 
commercial education to their students and turned out about 2,000 graduates per year since the 
late 1920s. Many of the graduates intended to join large Japanese enterprises such as money center 
banks, general trading companies, and major zaibatsu (financial combine) as white-collar employees. 
However, the annual employee intakes of these companies were only ten to forty, except a few cases. 
It is clear that compared to the actual number of graduates, expectants were very few. This tendency 
remained the same in the mid-1930s, which was a recovery phase after the serious depression of the 
early 1930s.
　If the HCS graduates were fortunate enough to join large enterprises, they faced long-term, intense 
competition with university graduates. In this paper, we analyzed the case of money center banks. 
These banks also employed many commercial school graduates and selected some of them as branch 
chiefs to motivate them for daily tasks. HCS graduates also faced competitions with them. However, 
some HCS graduates constantly progressed and ultimately reached the top managerial positions in 
money center banks such as Sanwa, Dai-Ichi, and Tokai after the Second World War. It was clear 
that thousands of people who graduated from HCSs in the interwar period contributed to Japan’s 
remarkable postwar reconstruction through their professions.
